
令和２年度障害者総合福祉推進事業
「障害者支援施設における地域移行の実態調査及び意思決定支援の取り組み推進のための調査研究」
障害者支援施設における地域移行の取組実態に関するアンケート調査
調　査　票
【ご記入にあたって】




【法人問１】　法人情報に関する回答者様について
	①お名前、ご所属、役職
	お名前：　　　　　　　　　　　ご所属：
役　職：　

	②連絡先
	電話番号：　　　　　　　　　　Fax：　　　　　　
E-mail：

	③法人名
	

	④法人開設年
	（西暦）　　　　　年　

	⑤法人本部所在地
	　　　　　　都･道･府･県　　　　　　　　市･区･町･村


【法人問２】　法人情報　　　（令和2年10月1日時点）
	①法人として実施している障害者福祉等の事業の種類
（アは、あてはまるすべてに〇をつけて、（　　）内に運営事業所数をご記入ください。
　イ～エは、サービスの名称を具体的にご記入ください）

	ア．障害者（児）福祉
01. 居宅介護（　　）　　　　
02. 重度訪問介護（　　）
03. 同行援護（　　）

04. 行動援護（　　）
05. 重度障害者等包括支援（　　）
06. 短期入所（　　）
07. 療養介護（　　）

08. 生活介護（　　）
09. 施設入所支援（　　）

10. 自立生活援助（　　）
11. 共同生活援助・介護サービス包括型（　　）
12. 共同生活援助・外部サービス利用型（　　）
13. 共同生活援助・日中サービス支援型（　　）
14. 自立訓練（機能訓練）（　　）　15. 自立訓練（生活訓練）（　　）
16. 就労移行支援（　　）　　　　 17. 就労継続支援（A型）（　　）
18. 就労継続支援（B型）（　　）  19. 就労定着支援       （　　）
20. 移動支援                     21. 日中一時支援事業  （　　）
22. 児童発達支援（　　）         23. 医療型児童発達支援（　　）
24. 放課後等デイサービス（　　） 25. 居宅訪問型児童発達支援    （　　）
26. 保育所等訪問支援（　　）
イ．高齢者福祉（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
ウ．児童福祉　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
エ．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	②法人が運営する障害福祉
サービスの展開エリア（1つに〇）
	01.同一の市町村内　　　　　　　02.近隣の複数の市町村にまたがる
03.都道府県下広域にまたがる　　04.複数の都道府県にまたがる

	【自法人で共同生活援助を実施の場合】
③自法人のグループホーム整備についてお教えください。
　※①で、共同生活援助（３種類）のいずれかをチェックした方

	ア　自法人によるグループホーム事業を開始したのは、西暦　　　　年
イ　現在運営しているグループホームの定員の合計　　　　  　　　名
ウ　今後の開設計画とその理由についてお教えください。
01.今後とも開設を進める予定　　　　箇所数は　　　　　ケ所まで
定員　　　　　名くらいまで
02.今後、新規に開設を進める予定はない　　　

03.未定、わからない



	④相談支援事業所等の実施状況（実施している場合は、〇をつけて事業所数を記入。）
	ア　計画相談支援（　　　）・実施していない
イ　地域移行支援（　　　）・実施していない
ウ　地域定着支援（　　　）・実施していない



１　回答者様、貴施設に関する基礎情報　　　　　　　　　　　　　　　　
問1　回答者様に関する情報、施設に関する情報
	①お名前、ご所属、役職
	氏名：　　　　　　　　　　　所属：　　　　　
役職：　　　　　　　

	②連絡先
	電話番号：　　　　　　Fax：　　　　　　E-mail：　　

	③施設名
	

	④施設設置年
	（西暦）　　　　　年　

	⑤施設所在地
	　　　　　　都･道･府･県　　　　　　　　市･区･町･村


２　施設・入所者に関する基礎情報　　　　　　　　　　　　　　　 　
問２　定員等と入退所について※各設問に数値をご記入ください。
時点を示している設問については、できるだけ近い時点でご回答ください。
	①施設の入所定員（令和2年10月1日時点）
	名

	②現入所者数 （令和2年10月1日時点）
	名

	③待機者数   （令和2年10月1日時点）
	名

	④-1平成26年度～令和元年度の新規入所者数
	01.平成26年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名
02.平成27～29年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　名
03.平成30～令和元年度　　　　　　　　　　　 　　　　　名
　６ケ年度計　　　名

	④-2平成26年度～令和元年度の新規入所者の入所直前の居所

	01.地域生活　（共同生活援助）　　　　　　　　　　　　　名
02.地域生活　（福祉ホーム）　　　　　　　　　　　　　　名
03.地域生活　（家庭）　　　　　　　　　　　　　　　　　名
04.地域生活　（公営住宅等）　　　　　　　　　　　　　　名
05.地域生活　（その他）（　　） 　　　　　　　　　　　　名
06.他入所施設（障害者）　　　　　　　　　　　　　　　　名
07.他入所施設（障害児）　　　　　　　　　　　　　　　　名
08.他入所施設（老人）　　　　　　　　　　　  　　　　　名
09.地域移行型ホーム　　　　　　　　　　　　　　　　　　名
10.病院　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名
11.その他（　　　　　　　　　　　　　　　）  　　　　　名

	⑤ 平成26年度～令和元年度の
退所者数　　　（※死亡を含む）
	01.平成26年度　　　　　　　　　　名　（うち、死亡　　　名）
02.平成27～29年度　　　　　　　　名　（うち、死亡　　　名）
03.平成30～令和元年度　　　　　　名　（うち、死亡　　　名）
６ケ年度計　　　名


問３　現入所者の属性、状態像について（令和2年10月1日時点　※合計は問２②と同じ）
	①障害支援区分
	01.区分1　　　名　　　02.区分2　　　名　　　03.区分3　　　名
04.区分4　　　名　　　05.区分5　　　名　　　06.区分6　　　名

07.障害児・非該当・その他        　  名

	②重度障者支援加算Ⅱの対象者数
	重度障者支援加算Ⅱの対象者数　　　　　　　　　　　　名

	③年齢
	01.20歳未満　　　名　02.20歳代　　　名　03.30歳代　　　　名　04.40歳代　　　　名　05.50歳代　　　名　06.60歳代　　　　名　07.70歳以上　　　名

	④在所期間別在所者数
	01. 5年未満　　　　　　名　　　　 02. 5～10年未満　　　　名
03.10～15年未満　　　　名　　　　 04.15～20年未満　　　　名
05.20～25年未満　　　　名　　　　 06.25～30年未満　　　　名
07.30年以上　　　　　　名

	⑤給付決定市町村
	01.施設所在市町村　　　　名  02.都道府県内他の市町村　　　　名
03.都道府県外市町村　　　名

	⑥入所者のうち、計画相談支援の利用者数
	ア　計画相談支援利用者数　　　　　　　　　　　　　　　名
イ　うち自法人の計画相談支援利用者　　　　　　　　　　名


	⑦言語による意思疎通がほとんど不可能な方の人数と言語以外の意思疎通の方法

	言語による意思疎通がほとんど不可能な方は　　　　　　　　名
➤それらの方とは、具体的にどのような言語以外の方法で、意思疎通を図っていますか。　例；タブレット、指差し、行動障害による反応を見る等



３　貴施設入所者の地域移行＊の実績や施設としての取組について　　
（再掲）
問4　貴施設における地域移行（支援）の実績について伺います。以下の人数についてそれぞれお答えください。
過去6年度（H26年度～R1年度）において、
	① 貴施設から地域への移行を目指して支援した人の合計　　　　　 　　　　　名
② ①のうち地域へ移行し、現在も地域で暮らしている人の合計　　 　　　　　名
③ ①のうち現在も施設入所を継続している人の合計　　　　　　　 　　　　　名



問5　過去6年度（H26年度～R1年度）に地域へ移行し、現在も地域で暮らし続けている（元）利用者について、以下にお答えください。　　（問4の②に該当する人）
	① 過去６年度の地域生活へ移行・地域生活継続者の最初の移行先
　＊sqの内訳に記載された01-06の居所に移行した人のこと
　※アは問４の②と一致
	ア　地域生活へ移行・現在も地域生活継続者の合計　　　　　　名
＜sq.内訳＞
01.共同生活援助（自法人）　　　名 02.共同生活援助（他法人）　　　名
03.宿泊型自立訓練　　　　　　　名 04.福祉ホーム　　　　　　　　　名
05.家庭復帰　　　　　　　　　　名 06.一人暮らし・結婚等　　　　　名
07.不明、わからない　　　　　　名

	②　①の方のうち
地域移行支援の利用者数
	ア　地域移行支援利用者　　　　　　　　　　　　　　名
イ　うち自法人の地域移行支援利用者　　　　　　　　名

	③　①の地域移行者の地域移行を主導した要因
（要因として最も大きいと思われるもの1つを選んでください）
	01．本人の意思　　　　　　　名　　　02．家族の希望　　　　　　　名
03．後見人等の判断　　　　　名　　　04．施設の判断　　　　　　　名
05．その他（　　　　　　　　　　　　　）　　　名　　※合計は①アと一致

	④．地域移行した方の属性
④-1　障害支援区分
※合計は①アと一致
	01.区分1　　　名　　　02.区分2　　　名　　　03.区分3　　　名
04.区分4　　　名　　　05.区分5　　　名　　　06.区分6　　　名
07.障害児・非該当・その他        　  名

	④-2　＊共同生活援助に移行した方のみ （①のアSQで、01.02.該当者）
ア　障害支援区分
	01.区分1　　　名　　　02.区分2　　　名　　　03.区分3　　　名
04.区分4　　　名　　　05.区分5　　　名　　　06.区分6　　　名
07.障害児・非該当・その他        　  名

	イ　重度障害者包括支援該当者
	01.　Ⅰ類型　　　　　　　名　　　　　02.　Ⅱ類型　　　　　名
03.　Ⅲ類型　　　　　　　名

	※以下該当者全員。母数は①ア
④-3　言語による意思疎通がほとんど不可能な方
	（該当者のうち）
言語による意思疎通がほとんど不可能な方　　　　　　　　　　名

	④-4　年齢
　　＊施設を退所した時点の年齢
※合計は①アと一致　
	01.20歳未満　　　名　　02.20歳代　　　名　　03.30歳代　　　名
04.40歳代　　　　名　　05.50歳代　　　名　　06.60歳代　　　名
07.70歳以上　　　名

	④-5　貴施設での入所期間
　　＊地域移行によって施設を退所するまでの期間
※合計は①アと一致
	01. 5年未満　　　　　　名　　　　　　　02. 5～10年未満　　　　名
03.10～15年未満　　　　名　　　　　　　04.15～20年未満　　　　名
05.20～25年未満　　　　名　　　　　　　06.25～30年未満　　　　名
07.30年以上　　　　　　名

	⑤　地域移行に際して行った意思決定支援等
（該当する人数を記載
※複数回答可、延べ数）
	01. 意思決定責任者による意向や選好の継続的な確認    　　　　　　名
02．モニタリング（継続サービス利用支援）において、  　　　　　　名
意思決定支援会議を行い、入所継続、地域移行を判断
03．地域移行支援を活用して、グループホーム等の     　　 　      名
体験利用を実施
04．家族や後見人等の理解を得るなどの側面支援　　　　　　　      名
05．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　      名

	⑥　地域での生活が継続できている主たる環境要因
（主な理由1つについて、

それぞれ該当する人数を記載）
※合計は①アと一致
	01．グループホーム等の生活習慣や環境が本人にあっている 　　　　　名
02．グループホーム等の住民同士で仲間ができた　　　　　　 　　　　名
03．経済的に支払い等が継続できている　　　　　　　　　   　　　　名
04．周辺に必要な医療機関等の資源がある　　　　　　　　   　　　　名
05．就労や日中活動等のサービスがある　　　　　　　　　   　　　　名
06．自法人のグループホーム等で移行後のフォローが可能だった 　　　名
07．地域住民等から受け入れられている、暮らしやすい　　   　　　　名
08．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　   　　　　名


問６　過去６年度（H26年度～R1年度）に、貴施設から地域への移行を目指したが、現在も施設入所を継続している利用者について、以下にお答えください。（問4の③に該当する人）
	①　該当者のうち、移行支援に際して地域移行支援を利用した人の数
	ア　地域移行支援利用者　　　　　　　　　　　　　　　名
イ　うち同法人の地域移行支援利用者　　　　　　　　　名

	②　該当者の入所継続を主導した要因
（要因として最も大きいと思われるもの1つを選んでください）

※合計は問４の③と一致
	01．本人の意思　　　　　　　　　      　　　　　　　　　名
02．家族の希望・反対　　　　　      　　　　　　　　　　名
03．後見人等の判断・反対　　　　　      　　　　　　　　名
04．施設の判断　　　　　　　　      　　　　　　　　　　名
05．その他（　　　　　　　      　　　　）　　　　　　　名

	③  該当者の属性
（＊令和2年10月1日時点）
③-1　現在の障害支援区分
	01.区分1　　　名　　02.区分2　　　名　　03.区分3　　　名
04.区分4　　　名　　05.区分5　　　名　　06.区分6　　　名

07.障害児・非該当・その他      　  名

	③-2　言語による意思疎通がほとんど不可能な方
	（該当者のうち）言語による意思疎通がほとんど不可能な方
　              　　　　　　 　名

	③-3　重度障者支援加算Ⅱの対象者数
	重度障者支援加算Ⅱの対象者数　　　　　　　　　　　　　名

	③-4　年齢
　　＊令和2年10月1日時点
	01.20歳未満　　　名　02.20歳代　　　名　03.30歳代　　　名
04.40歳代　　　　名　05.50歳代　　　名　06.60歳代　　　名
07.70歳以上　　　名

	③-5　貴施設での入所期間
＊令和2年10月1日時点
	01. 5年未満　　　　　　名　  　　 02. 5～10年未満　　　　名
03.10～15年未満　　　　名　  　　 04.15～20年未満　　　　名
05.20～25年未満　　　　名　  　　 06.25～30年未満　　　　名
07.30年以上　　　　　　名

	④　地域移行支援に際して行った意思決定支援等
（該当する人数を記載
複数回答可、延べ数）
	01. 意思決定責任者による意向や選好の継続的な確認  　　　　名
02．モニタリング（継続サービス利用支援）において、　　　　名
意思決定支援会議を行い、入所継続、地域移行を判断
03．地域移行支援を活用して、グループホーム等の   　       名
体験利用を実施
04．家族や後見人等の理解を得るなどの側面支援　　　　      名
05．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）  　      名

	⑤　施設入所継続を判断した主たる理由
（主な理由1つについて、それぞれ該当する人数を記載）

	01．本人の状態像が重く、グループホームの支援体制では不足だった（施設の方が生活やケアの体制が整っている）    　　　名
02．障害特性や環境適応出来ず、トラブル等を懸念　　　　　　名
03．経済的な事情　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名
04．周辺に必要な医療機関等の資源がなかった　　　　　　　　名
05．就労や日中活動等のサービスがなかった　　　　　　　　　名
06．他法人のホームで、移行後法人からのフォローが　　　　　名
できない
07．地域住民等から苦情や反対があった　　　　　　　　　　　名
08．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）　　  　　　名

	⑥　その後のモニタリングの状況

	01. 引き続き地域移行を目指している　　　　 　　 　　　　　名
02. 当面入所を継続する方針　　　　　　　　 　　 　　　　　名
03. 未定　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　　　　名



問7　現在の入所者の地域移行の可能性についての、施設としての見立てと理由について、伺います。
	①現在の入所者の地域移行の可能性に関する施設のお考えについて、該当すると思われるタイプ別に人数をご回答ください。

	＊令和２年10月1日の入所者数（　　　　）名　←問2②と一致
ア.施設から見て地域移行が可能と思う人  　　　　　　　　名
　　→01.うち、本人も意向在り　　　　　　　　　　　　　名
　　→02.うち、本人の移行未形成／未定　　　　　　　　　名
イ.施設から見て地域移行は難しいと思う人　　  　　　　　名
　　→03.うち、本人は地域移行を希望している　　　　　　名
　　→04.うち、本人の意向は未定/未確認 　　　　　　　　名
ウ.（05）いずれにも当てはまらない人    　 　 　　　　　名
（わからない、想定したことがない、を含む）

	②本人の意向を前提とした場合に
施設から見た地域移行が可能と考える条件等
（上位５つまでに〇）
	01．本人の状態像が地域での生活に堪えられる／適している
02．本人の経済状況（費用負担が可能）
03．家族や後見人等の同意が得られる
04．必要な医療機関等健康管理上の資源がある

05．近隣に日中活動や就労の場（サービス）がある

06．自法人のグループホーム等の資源で、フォロー体制が可能

07．地域に本人の希望や状態にあった、他法人のグループホーム
等の資源がある
08．地域住民等に受け入れられやすい
09．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
10. 特に条件はない（全員が地域移行可能という方針）


	③本人の意向を前提とした場合に
施設から見て、「地域移行は困難」と考える条件等
（上位５つまでに〇）
	01．本人の状態像が地域での生活に堪えられない／適していない
02．本人の経済状況（費用負担が困難）
03．家族や後見人等の同意が得られにくい
04．必要な医療機関等健康管理上の資源がない

05．近隣に日中活動や就労の場（サービス）がない

06．自法人のグループホーム等の資源がなく、フォローができない
07．地域に本人の希望や状態にあった、グループホーム等の資源がない
08．地域住民等に受け入れられにくい
09．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
10. 特に条件はない（施設での生活が本人にとって安心）



４　貴施設・法人における地域移行支援の取組について　　　　　　　
問８　貴施設として、入所者の地域移行に向けた意思決定支援として行っている取組みについて伺います。（施設として取り組んでいるものすべてに〇）
01.入所の段階で、本人の意向（入所に対する理解や納得）の確認や地域の資源との調整を実施している（場合によっては、地域に留まるように調整・支援）
02.入所に当たって、入所体験の機会を設けている
03.日常生活における選択の拡大による意思形成・表明の機会づくり
04.施設での生活における地域との接点づくり
（地域に外出する機会の充実、施設内外で地域の人と関わる日中活動の充実等）
05.地域生活が体験できる機会の確保　　→問８付問にもご回答ください
06.言語以外の意思表明に関わる丁寧なアセスメントの実施
07.試行・失敗・揺らぎ等を想定した十分な体験機会の提供と伴走
08.個別支援計画のモニタリング調査を通じた希望の明確化への支援
09.意思決定支援ガイドラインを活用した入所者の意向の引き出し
10.家族の理解を促進する取り組みの推進
11.自法人によるグループホーム等地域における住まいの場の開発
12.移行先（グループホーム等）の人材の獲得と確保を前提とした複合的な事業展開
13.意思決定支援を踏まえた地域移行のための職員研修（内部研修、外部研修）の実施
14.その他

　問８付問　地域生活体験の機会は、どのようにつくっていますか。
（あてはまるものすべてに〇をつけて、体験先、期間、頻度などについて具体的にお教えください）
01.入所の段階から、地域のグループホーム等での生活を体験してもらう
02.施設の日中活動を通じて、（本人の地域移行の意向の有無にかかわりなく）グループホームやアパートでの生活の見学や体験談等の機会を設けている
03.本人の地域移行の意向が確認できた時点で、地域移行支援を活用した体験を行っている
04.その他



問９　本人に地域移行の意思があるが、受け皿となるグループホーム等の社会資源がない場合の対応方法について伺います。（最も近いもの2つまでに〇）
01.新たなグループホーム開設等を法人の事業計画に反映

02.自治体内、近隣の他法人と調整を図り、空き室等の調整を図る

03.市町村障害福祉計画のグループホーム等の必要数に反映してもらうよう働きかける
04.必要な社会資源が開設される、または、空きが出るのを待ってもらう　　
05.その他


問10　貴施設が地域移行支援を行ったことによる効果についてお聞かせください。
（本人、家族、施設・法人、自治体、地域社会等　にとってなどの点から）




問11　地域移行を進めるにあたっての貴施設のお考えについて伺います。
①～③のそれぞれについて、ご回答ください。
（②③は、お考えがある場合に記載してください）
①入所者の地域移行を進めるうえで、課題や阻害要因として感じていることがあればお教えください。（上位５つまで）
01.利用者本人の高齢化や重度化
02.地域移行のニーズを有する入所者が少ない
03.利用者のニーズはあるが、本人の障害の程度や状態が合わない
04.本人の経済的状況（グループホーム等の費用が賄えない）
05.家族や後見人等の反対
06.地域の社会資源の不足（資源がない、障害種別に合う資源が少ない等）
07.必要な体制整備が行政計画と連動していない（必要な整備につながりにくい）
08.施設・法人の経営上の問題（法人の経営上、地域移行を進めにくい）

09.施設・法人における処遇方針（施設の方が安心であるという方針）
10.地域住民の反対や歓迎されない空気

11.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
12.課題と感じていることは特にない

②上記の課題や阻害要因に対して、どのような解決策を採っている、または解決策として考えているか教えてください。

③　今後の利用者のＱＯＬ向上や社会参加促進に向けた、より効果的な「地域移行」のあり方について、現状の問題点についてのご意見やご提案があればお教えください。
　　　　例　「地域移行」の定義や位置づけについて
グループホームのあり方について、施設とグループホームの違いについて
　　　　　　障害福祉計画における地域移行の目標値算出のあり方について　　等の側面から

問12　最後に、貴施設が所在している自治体、地域について、お教えください。
	①自治体内・近隣自治体における、自法人以外の（他法人による）「共同生活援助」の有無

	ア　共同生活援助・介護サービス包括型

01.自治体内にある　　02.近隣自治体にある　　03.いずれもない

イ　共同生活援助・外部サービス利用型

01.自治体内にある　　02.近隣自治体にある　　03.いずれもない

ウ　共同生活援助・日中サービス支援型

01.自治体内にある　　02.近隣自治体にある　　03.いずれもない

	②市町村における地域生活支援拠点の整備状況と、委託を受けている場合の機能（いずれか1つに○を付けて、「委託を受けている」場合、当てはまる機能すべてに〇）
	01. 市町村が未整備　

02. 市町村は整備済みだが、委託は受けていない

03. 委託を受けている

⇒委託を受けている機能すべてに〇
01. 相談    02. 緊急時の受け入れ・対応  03. 体験の機会・場

04. 専門的人材の確保・養成              05. 地域の体制づくり

	③所在する市町村の第５期障害福祉計画における「施設入所者の地域生活移行者数に関する目標」値の算出に際して
	01.計画策定時に、調査やヒアリング等を受けた
02.特に、調査やヒアリングは受けていない
03.わからない

	④所在する市町村の第５期障害福祉計画における「施設入所者の地域生活移行者数に関する目標」の値について
	01.知っている　　　　　　　　　　02.知らない

	⑤（障害者総合支援法における）協議会について（協議会の取組として該当するものすべてに〇）

	01.市町村計画における「地域移行」の目標値について協議する場や機会を有している

02.困難事例等を共有し、対応のあり方について協議する場を有している

03.必要な地域資源の開発・調整・改善等について検討する場がある

04.構成員の資質向上の機会を有する

05.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



ご協力、大変ありがとうございました。

11月27日（金）を目途に、下記メールアドレスにご返送ください。
E-mail：ikoushien@jri.or.jp



・本調査票は、障害者支援施設全数にお送りしております。


・調査票は、法人に関する質問紙（2ページ）、施設に関する質問紙（3～11ページ）から構成されています。複数の施設を有する法人の場合、大変お手数ですが、法人に関する質問については、法人本部の方針やご意向について、代表して、1つの施設がご回答ください。


・ご回答は、このワード文書に直接入力してください。


・調査の時点は、特に断りのない限り、令和２年10月1日時点のご回答をお願いします。


（10月1日時点の数値が取れない場合、もっとも近い時点でのご回答をお願いします。）


・いただいたご回答の内容は統計的な処理を行った上で、事業報告書として取りまとめ、弊所HPにて公表を予定しております。統計的な処理に当たって、施設名など、施設が個別に特定されることはございません。（自由記述意見を掲載する場合も、施設が特定されないような配慮をいたします）　


・ご回答は、11月27日（金）を目途に、下記メールアドレス宛に、ワードでご返信ください。





【本調査における言葉の定義等】


〇地域移行とは、障害福祉計画で定めている、グループホームや在宅等への移行をさし、他施設への転所や死亡等は含めません。


〇「意思決定支援等」には、本人の「エンパワメント」「自己実現」「希望を叶える」「ニーズに応える」「ストレングスを支援する」取組等を含み、日常生活、社会生活における意思決定支援双方を含みます。


〇意思決定支援会議には、相談支援専門員が行う「サービス担当者会議」やサービス管理責任者が行う「個別支援会議」と一体的に実施している場合を含みます。





◆　本調査に関するお問い合わせ先　◆























一般財団法人 日本総合研究所　　担当：白紙(しらかみ)、田口、後藤


〒160-0008　東京都新宿区四谷三栄町15番8号 アークブランシェ四谷3階


TEL：03-3351-7575　　FAX：03-3351-7561　　E-mail：ikoushien@jri.or.jp





このページは、貴施設を運営している法人についてお伺いする設問です。


法人で、複数の障害者支援施設を運営されている場合、代表して1つの施設がご回答ください。





③にもご回答ください





③へ





以下は、「施設入所支援」サービスに関して伺います。


法人で複数の障害者支援施設を運営している場合、貴施設についてご回答ください。。





問4～問6までは、過去6年度（H26年度～R1年度）における、貴施設入所者の地域移行の実績について、伺います。











※地域移行とは、障害福祉計画で定めている、グループホームや在宅等への移行をさし、他施設への転所や死亡等は含めません。


※「意思決定支援等」には、本人の「エンパワメント」「自己実現」「希望を叶える」「ニーズに応える」「ストレングスを支援する」取組等を含みます。


※意思決定支援会議には、相談支援専門員が行う「サービス担当者会議」やサービス管理責任者が行う「個別支援会議」と一体的に実施している場合を含みます。




















具体的に











選択肢（　　　）について

















選択肢（　　　）について

















具体的に














（本人、家族、施設・法人、自治体、地域社会）にとって　　　　←当てはまるものに〇をつけて具体的に




















（本人、家族、施設・法人、自治体、地域社会）にとって　　　　←当てはまるものに〇をつけて具体的に




















（本人、家族、施設・法人、自治体、地域社会）にとって　　　　←当てはまるものに〇をつけて具体的に




































































2

